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制度を導入済み・・・横浜市、横須賀市、相模原市、川崎市、三浦市、
　　　　　　　　　　小田原市、鎌倉市、逗子市、葉山町、藤沢市、
　　　　　　　　　　茅ケ崎市、大和市（１２市町村）
導入を検討中・・・寒川町、真鶴町、綾瀬市、二宮町、山北町、大磯町、
　　　　　　　　　厚木市、伊勢原市など１４市町村で導入を検討中
導入の検討なし・・・海老名市、平塚市、秦野市、箱根町など７市町村

神奈川県内のパートナーシップ制度導入状況

制服を性別で区別するのではなく、
制服A・Bとし、性的マイノリティ
の生徒だけでなく、どの生徒も
着用できるようにすることで、
安心して学校生活を送ることが
できます。

ジェンダーレス制服のメリット

みんなのトイレとは
障がいや病気のある方、性的マイノリティの方
など様々な事情の方が安心して使えるトイレです。
また災害時の避難所での着替え、体の清拭などに
も対応できます。

市における申請書類等の
性別欄の廃止について

　　　　申請書類の書式については、法律や各機関の
　　　　要綱等で定められていると考えられ、各機関
で判断するべきものであります。性別欄の取り扱いに
ついては、国が統一した見解を示すべきと考えており
ます。（市民協働部長）

　　　　国・県等への申請書類には性別欄の記載があ
　　　　るものが散見されます。これらの申請の中に
　　　　は市が申請の窓口になっているものもあり、
　　　　性別欄の廃止を国等に働きかけることはでき
　　　　ないのでしょうか。

ＬＧＢＴ職員研修の
参加割合について

　　　　ＬＧＢＴ職員研修は、職種、部署、役職等に
　　　　関わりなく、全職員を対象として実施してお
ります。平成２７年度から今年度まで、延べ４４２名
の職員が参加しており、複数回受講している職員もい
るため正確な数字ではないが、今年４月１日現在の正
職員数に対して受講率は約５割となっております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（市民協働部長）

　　　　職員研修の対象の部署、役職、また、これま
　　　　で何人もしくは何割が参加したのでしょうか。窓口業務委託先への

ＬＧＢＴ研修の必要性について

　　　　総合窓口業務委託業者については、スタッフ
　　　　全員への社内研修を定期的に実施しており、
様々な属性の来庁者に対し、固定概念や先入観を排し、
偏見を持った対応をしないことなどを徹底しておりま
す。（市民協働部長）

　　　　市民と接する業務委託先にも研修は行ってい
　　　　かなければならないと思いますが、市の見解
　　　　を伺います。

市内公共施設のトイレの状況
について

　　　　小中学校をはじめ、市役所、図書館、体育館等、
　　　　多くの市民が利用する施設には、みんなのトイレ
　　　　を１か所以上設置しております。（市民協働部長）

　　　　市内の公共施設で、みんなのトイレ、多機能
　　　　トイレなどはどの程度整備されているのでし
　　　　ょうか。

ＬＧＢＴQの方が市に
労働相談をする際の対応について

　　　　市に相談があった場合、社会保険労務士による
　　　　「労働・年金」相談や「かながわＳＯＧＩ派遣相談」
　　　　などを紹介しております。（市民協働部長）

　　　　LＧBＴQの方が働いている中で理不尽な問題
　　　　が発生した時、市に相談があったらどのよう
　　　　に対応するのでしょうか。

指定管理者やその他の施設への
ＬＧＢＴ研修の必要性について

　　　　その他の施設については、採用時に人権研修
　　　　を行っているところ、年１回人権研修を行っ
ているところがあります。いずれにせよ、あらゆる市
民が訪れる施設であるため、窓口での接客については、
固定概念や先入観を排し、偏見を持った対応をしない
ことなどを徹底しております。（市民協働部長）

　　　　総合窓口の委託業者以外の指定管理者など、　
　　　　その他の施設のＬＧＢＴ職員研修はどのよう
　　　　になっているのでしょうか。

学校の
ジェンダーレス制服について

　　　　男子用女子用ではなく制服A,Bという形で選
　　　　んでいただく、また制服にこだわらず形と色
を指定して他の洋品店で買ったものでもいいのではな
いかと、学校現場になげかけていきたいと思っており
ます。（教育長）

　　　　ジェンダーレス制服について、ユニセックス
　　　　のスラックスや前合わせが自由にかえられる
　　　　ジャケットの採用は検討できないのでしょうか。

パートナーシップ制度の
導入時期について

　　　　制度そのものは否定していません。今後制度
　　　　について判断をしていく時期かと思っており
ますが、どういった問題が解消されるのか、多くの方
の差別がなくなるのか、いろんな問題を各自治体に話
を聞きながらやっていきたいと考えております。（市長）

　　　　市においてもパートナーシップ制度を導入し、
　　　　周辺自治体と組んで相互利用という広域での
　　　　制度導入を進めるべきではないでしょうか。


